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1. はじめに
$\{400\mathrm{L}\mathrm{S}\mathrm{T}\mathrm{o}\mathrm{s}r\mathrm{e}\mathrm{b}.1988$

大気重力波は、 大気中の浮力を復元力と

する小規模な波動である。 大気中至る所に

存在し、 ゴム気球によるラジオゾンデ観測

を行うと必ずと言っていいほど頻繁に検出

される。 -例を図 1に示す。高度約 $10\mathrm{k}\mathrm{m}$

の対流圏界面を境に、おおむね下の対流圏

では鉛直温度傾度が負、上の成層圏では正

となっている。 そして、成層圏には波長数

b の波状構造が明確に見える。この波状擾 図 1:1988年 2月 5日に信楽で行ったラジオゾンデ観

乱のほとんどはこれまでの研究により大気 測結果。左から気温、浮力振動数、気球の上昇速

度。
重力波と確認されている。 しかし、 大気重

力波は日々の天気には直接関与しないので、 予報業務においては、気象ノイズとして長い間扱わ

れてきた。 ところが、 1980年代はじめに重力波を捉える観測技術の進歩によって重力波の大気中

での実態が徐々に明らかになった。図 2に重力波観測技術をまとめる。また、 このころ、理論的

にも重力波の大気大循環への役割が定式化された。 その後、研究は精力的に進められ、現在では

重力波は大気大循環に本質的であるとの認識に至っている (たとえば, Frius and Alexander, 2003)。

最近の研究によりわかってきた大気重力波の特徴を示し、各緯度帯での大気大循環への役割をレ

ビ Iーしたあと、今後の課題を議論する。

2. 大気重力波の特徽

大気重力波は浮力振動の振動方向が傾いた現象と捉えることができる。図 3はその概念図であ
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る。ある空気塊が $\delta s$ だけ斜めに持ち上げられたとする。このような状況は山に流れが乗り越える

ときなどに起こる。すると、 $-N^{2}\delta s\cos\theta$だけ下向きに浮力をうけることになる。 ここで、 $N$ は

浮力振動数で、 $N^{2} \equiv=(g\frac{d\overline{\theta}}{dz})\theta\text{、}z$ は高さ、 $g$ は重力加速度、 $\theta$は背景場の温位であ乱 浮力振動

周期は対流圏で約 10分、成層圏で約 5分である。 $\delta s\text{方向の力は}-N^{2}\delta s\cos^{2}\theta$ となるので、この

振動の周期 $W$は、

$0^{2}=N^{2}\cos^{2}\theta$ (1)

であり、水平波数k 、鉛直波数 $m$ を使って表せば、

$\omega^{2}=\frac{k^{2}}{m^{2}+k^{2}}N^{2}$ (2)

と重力波の分散関係式が導かれる。重力波の周期が長くなると、地球の回転を感じるようになり、分散関

係式は

$\frac{o^{2}f^{2}}{N^{2}\varpi^{2}}==\frac{k^{2}}{m^{2}}$ (3)

となる。ここで $f$は慣性周波数 (コリオリパラメータ)であり、その周期は $2\pi/f\equiv 12/\sin\phi$ (時間)と、緯度 $\emptyset$

に依存する。このような重力波を慣性重力波とよぶ。慣性重力波の振動数は (3)より、

$f^{2}<\omega^{2}<N^{2}$ $\langle$4)

のように上限と下限がある。

重力波の観測例を図 4aに示す。これは京都大学生存圏研究所所属の信楽 $\mathrm{M}\mathrm{U}$観測所にある大型大

気レーダー ( $\mathrm{M}\mathrm{U}$ レーダー)を用いた観測により得られた南北風の時間高度断面図である。$\mathrm{M}\mathrm{U}$ レーダー

は 46$.5\mathrm{M}\mathrm{H}\mathrm{z}$ の VHF 波を用いたドップラーパルスレーダーで、天候に関係なく、風の 3成分が高精度画

図 3:大気重力波の概念図
図 2:大気重力波の観測手段。
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分解能で観測可能な優れた観測機である。特に鉛

直風の直接観測が可能であることから、運動量の

鉛直輸送といった大気の上下結合の定量的評価

に威力を発揮する。図 $4\mathrm{a}$ には、下部成層圏の高度

$20\mathrm{M}$ 付近にほぼ 1日周期で位相力圷降する構造

が見られる。同様な構造は東西風にも見られており、

詳しい解析により、この波状構造は水平波長約

$1200\mathrm{M}$ の慣性重力波によることが示されている

(Sato et al., 1997)。下の図は高分解能気候モデル

(水惑星モデル。T106で約 $120\mathrm{k}\mathrm{m}$の水平分解能)

の積分により得られた、信楽とほぼ同じ緯度におけ

る南北風の時間高度断面図である (Sato et al.,

1999)。観測とほぼ等しい周期、鉛直波長、振幅を 図 4:上は MU レーダーによる南北風観測デー

持つ波動が現れている。観測では現実の重力波を タ。高度 $18\sim 23\mathrm{k}\mathrm{m}$ 付近に周期約 20時間の時

捉える強みがあるが、1地点のデータしか得られな 闇とともに下降する位相構造が大気重力波。下

いという制限がある。モデルで再現できたことで、観
は高分解能気候モデル (水惑塁)によるシミュレ

ーション。振幅、周期、波長ともよく似た構造が
測で捉えられた特徴のグローバル分布を調べるこ 現れている (Sato et al., $1\mathfrak{g}99$)

とが可能となる。図 5は下部成層圏における南北風

の周波数スペクトルの緯度構造である。実線は慣性周波数、破線は 1 日周期と半日周期を示す。ピーク

は 1 日周期ではなく、各緯度の慣性周期付近にあることがわかる (赤道域を除く)。これより、図 4に卓越

する下部成層圏慣性重力波の周期は 1日周期でなく、慣性周期の 21時間周期であったことがわかる。

気候モデルによる積分値データはグローバルに存在することから、重力波の南北伝播も考察可能とな

る。図 6は、赤道域の積雲対流から発生し、極域に向かう重力波のレイを計算したものである。周期の長

いものほどより極向きに伝播するが、途中で周期が慣性周期と–致する緯度で止まってしまう。周期 12時

間以下のものは高度 $45\mathrm{k}\mathrm{m}$ より上においては極域まで到達しうることも分かる。このような特徴が、気候モ

デルのデータにも明確に現れていた (Sato et al., 1999)。

現実的な地形を入れたシミ zレーションも行われている。図 7の上図は GPS 掩蔽法による下部成層圏

の温度プロファイルから計算された短鉛直波長擾乱のグローバルマップである (Tsuda et al., 2(X\alpha )。下図

は気候モデルによるシミュレーションである (Kawatani et al., 2003)。熱帯の対流活発域での擾乱振幅が大

きいことなどが読み取れる。
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$\mathrm{P}_{}(\omega)\omega$ $\mathrm{Z}=22-27\mathrm{k}\mathrm{m}$

図 6:赤道対流域で発生した量力波のレイ。各

線の数字は重力波の周期。破線域では重力波

周期と慣性周期が–致し、これ以上高緯度に
は伝播できない。

図 5:気候モデルデータを用いて計算した下部成
層圏における周波数スペクトルの緯度分布。緯度
34. $\mathit{2}\mathrm{N}$ の 20時聞付近のピークが図 2に見られた
大気■力波に対応する。太い実線は智力波のカ

$-.\mathrm{r},\sim s’‘$

ットオフ周波数である慣性周波数。点線は 1 日と
$\mathfrak{i}1\cdot.\backslash \cdot$

$.|$

半日周期。重力波のピークは赤道付近を除くどの $\Delta^{-}’::,.\backslash ‘:-|_{-=}:\cdot$

:

緯度帯でも慣性周波数付近に存在する。(Sato et
$:_{:}\iota \mathrm{J}\overline{\backslash }.-$

$,\backslash \ldots \mathrm{t}:-.‘.\nu^{(}:.$

!al.. 1999)
$..\mathrm{A}-=|.]:$

:以上のような、最近の観測およびモデルによる

連の研究から考えられる、地球大気におけるグロー

バルな描像を図 8に示す。

3. 重力波と大気大循環

このように重力波が盛んに研究されるようになっ

たのは、重力波には大気大循環の駆動という重要
図 7:上図は GPS 観測による重力波 (短鉛直波

な役割があるからである。重力波は運動量を鉛直
長成分)位置エネルギーのグローバル分布。下

に運ぶ働きがある。つまり、重力波の発生や減衰は 図は現実的な地形をいれた高分解能気候モデ

運動量フラックス収束を伴い、平均風の加減速をも ルによる結果。

たらす。これまで特に東西運動量の鉛直フラックス
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が注目されてきた。重力波の作用により、地球大気大循環のさまざまな特徴がクリアに説明できることが分

かってきたのである。

31 地球大気温度構造における重力波の役割

図 9左は、大気循環が存在しないとして計算された放射平衡温度である。1月であるから太陽の位置は

南半球よりである。極夜となる北極 (冬極)は高度 $20\sim 80\mathrm{k}\mathrm{m}$ の全層に亘り低温となっており、$60\mathrm{N}$ 以南は

南極 (夏極)に向かって高温となる構造である。これは、1 $\text{日}$ 平均の太陽放射量を反映するものである (白

夜域では放射は弱いが、時間積分すると 1 日あたりの放射量は極大となる)。ところが、右に示す現実大

気はこの放射平衡温度と大きく異なる特徴が点線で囲んだ領域にみられる。それは、極夜域の $50\mathrm{f}\mathrm{f}\mathrm{i}$ 付

近の高温層の存在 (成層圏界面の存在)であり、$80\mathrm{k}\mathrm{m}$ 付近の夏極の低温であり、$20\mathrm{k}\mathrm{m}$ 付近の南北温度

差の逆転である。これらの違いは、現実大気には太い矢印で示すような大気大循環が存在するからであ

る。大気は上ほど気圧が低いので、上昇流域は断熱膨張により低温となり、下降流域は高温となる。冬季

下部成層圏の $25\mathrm{k}\mathrm{m}$ 付近の低温域には極成層圏雲が、夏季上部中間圏の $80\mathrm{h}\mathrm{n}$ 付近の低温域には極

中間圏雲が発生する。このような温度構造の維持に重要な大気大循環の駆動源が大気波動であり、重

力波もその最も重要なひとつである。そして、現在の気候モデルをもってしてもこの大気大循環は定量的

図 8:観測やモデル研究によりわかってきた■力波の艶生や伝播のイメージ図 (PANSY パンフレット
$\mathit{2}\infty 4$ より)
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大気循環なし 現実 : 大気循環あり

図 9:左図:放射平衡温度の緯度高度断面図 (F $\circ$ls, 1985)。右図:現実大気の温度 $(\mathrm{C}\mathrm{I}\mathrm{R}\mathrm{A}86)$

。

点線で囲った領域の温度に大きな違いが見られる。白抜き矢印は大気大循環のイメージ。

に再現されておらず、心密下部成層圏の温度が低くなりすぎる oooling bias という問題が残っている。

波動の平均流への作用は、TEM (transformed Eulerian-mean) 方程式系の東西運動量方程式:

$\overline{u,}-f\overline{v}$

.
$= \frac{1}{\mathrm{h}^{a\cos\phi}}\nabla\cdot F+X$ (5)

$F^{\langle\prime)}=-\hslash^{q\bm{\mathrm{m}}\S\phi\overline{u’v}}$ (6)

$F^{(z)}=$ 偽 a $\cos\phi[\frac{f}{\overline{\theta}_{z}}\overline{v’\theta’}-\overline{w’u’}]$ (7)

で理解することができる (Andrews et al., 1987)。ここで、 $u_{\text{、}}v_{\text{、}}w$はそれぞれ風の東向き、 北向き、

上向き成分、 $a$ は地球半径、 島は大気密度、 $X$ はサブグリッドスケール擾乱の力、 $()$は東西平

均 $( ’)\text{は東西平均からのずれを表す}$
。

$F$ は Eliassen-Palm(E-P)フラックスと呼ばれる波に伴う運

動量および熱フラックスで、波の生成、減衰がなければ保存する。また、 u の南北鉛直シアーは
無視できると仮定している。 (6)式、 およ\mbox{\boldmath $\sigma$}(7) 式第 1項は主にプラネタリー波が担い、 (7) 式第 2
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項は重力波が担う。 中緯度においては、 (5)式

の左辺第 2項のコリオリカと EP フラックス

収束が釣り合う。 つまり、 波による作用によ

り、南北風が生まれる。これが図 9で示した、

波により駆動される大気大循環である。そし

て、 $\mathrm{E}\mathrm{P}$ フラックス収束をもたらし、この温度

構造にバランスするように、東西風構造が決

まる。結果として・高さ $20\mathrm{b}$ 付近、高さ $90\mathrm{k}\mathrm{m}$ 図 10:地上から高度 $l2\mathfrak{R}\mathrm{m}$ までの 1月の東西風
付近には、赤道を除くほぼすべての緯度に亘 気候図 (CIRA86)。高度 $2\alpha \mathrm{m}$ 付近と $90\mathrm{k}[] \mathrm{n}$ 付近に

り弱風層が維持されている (図 10)。大型大 弱風狂がある $\circ$

気レーダーによる運動量フラックスの観測により、重力波は確かにそのような役割を担っている

ことが確認されている (Tsuda et al., 1990; Sato 1994)。

32 赤道中層大気準 2年周期振動における重力波の役割

赤道下部成層圏高度 $30\mathrm{k}\mathrm{m}$付近にはほぼ 2年周期で東風と西風が交代する大規模な振動現象があ

る (図 11)。これは準 2年周期振動 $\mathrm{Q}\mathrm{B}\mathrm{O}$($\mathrm{Q}\mathrm{u}\mathrm{a}\mathrm{s}\mathrm{i}$-Biennial Oscillatio) と呼ばれ 1960年代初めに発見された。

QBO は、はじめ重力波による西風加速、東風加速が交互に起こるためと考えられた (Lindzen and Holton,

1968、図 12)。しかし、1960年代終わりに赤道に

捕捉された 2種類の波動、赤道ケルビン波と混

合ロスビー重力波が相次いで発見され、これに

よって西風加速、東風加速が交互におこると、

QBO 駆動メカニズムは決着がついたかに思わ

れていた (Holton and Lindzen, 1972)。このメカ

ニズムは、(5)において、赤道では $f=0$ となるた

め、$\mathrm{E}\mathrm{P}$ フラックス収束は左辺第 1項とバランスす

ることで理解できる。つまり、赤道域では南北風
面 11 :衛墨親測による赤道東西風の時聞高度断

が駆動されず、東西風はそのまま加減速を受け
面図。1年周期および半年周期成分は除いてある。

ることになる。しかし、この 2種類の赤道波によるこれまでよく知られていたように $\mathrm{a}\alpha_{\iota \mathfrak{n}}$ を中心とする

下部成層圏に準 2年周期掘動が見られるが、高度 説明ではいくつか不都合があることが分かって
$85\mathrm{k}\mathrm{m}$ 付近にも同様の周期振動が見られる。位相 きた。もともと混合ロスビー重力波の振幅が東風
は 180度員なっている。
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加速には足りないという指摘があった。そして、最近の

衛星観測により、赤道成層圏には QBO の位相下降速

度に匹敵する上昇流が定常的にあることがわかり、こ

れがQBOの位相も上昇させるので、赤道ケルビン波の

西風加速も足りないということになった。また、実際の

QBO の広い南北幅 (半値緯度幅で 10度)が、この 2

っの赤道波では説明できないという問題もあった。そこ

で、重力波が再び注目され始めた。

まず、重力波を表現できるように工夫した結果、気候

モデルによる QBO の再現実験の始めての成功がもた

らされた (Takahashi, 1996)。新たな理論的考察から観

測データを駆使して求めた重力波の運動量フラックス 図 12:波により駆動される準二年周期振動の
は東向き、西向きとも QBO を駆動するに十分すぎるほ の概念図 (PIumb and $\mathrm{M}\mathrm{c}\mathrm{E}\mathrm{w}\mathrm{a}\mathrm{n},$ $1978$)。

ど大きいことも分かった (Sato and Dunkerton 1997)。理論的には、重力波はいたるところ存在するので ‘

南北幅の問題が解決できる (中緯度ではコリオリカとバランス、Haynes, 1998)。こうして、QBO は主に重

力波と赤道ケルビン波によって駆動されるとシナリオが大きく書き換えられたのである (佐藤, 1999)。

衛星観測が進み、より上層の上部中間圏にも QBO が存在することが分かってきた (図 11)。これは下

部成層圏の QBO とは逆の位相をもつ。下部成層圏の西風 (東風)を通り過ぎて来られた西向き (東向き)

位相速度をもつ重力波が加速する結果、上部中間圏では、東風(西風)となると考えられている。

4. 今後の課題

このように重要性が強く認識されるようになった重力波であるが、まだ課題は多く残っている。ひとつに

は、重力波は荒い分解能の気候モデルの中では陽に表現できないということである。したがって、パラメタ

リゼーションの方法で表現することになる。つまり (5)式において、 $X$ として表現するのである。地形性の重

力波パラメタリゼーションは、その発生がおよそわかっているので扱いやすいが、問題はそれ以外の重力

波である。多くのパラメタリゼーションが提案されているが、重力波のソーススペ外ノを与え、その伝播お

よび減衰または砕波を鉛直 1次元で解く方法が–般的である。しかし、重力波の起源はさまざまであり、こ

れをどう与えるかという問題があるし、グリッドを超えた伝播をどう扱うかという問題もある。

また、 極域重力波はまだ十分研究されたとは言いがたい。その理由は厳しい自然環境のなかでの観

測が容易ではないからである。図 13は、各国の気象庁等で行われている定常観測データを用いて調べ
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図 13:重力波 (短鉛直波長成分)の位置エネルギーの季節変化。左が北極域、右が南極域。どちらも
横軸中心が冬になるようにとってある。(Yoshiki and Sato, 2000)。

た、短鉛直波長擾乱のポテンシャルエネルギーである。北極域では、中緯度の多くの地点と同様、冬季

にポテンシャルエネルギーが極大となるが、南極域では春に極大となることがわかる。これは、南北両極

の海陸分布の違いに起因すると思われるが、理由はよく分かっていない。重力波に伴う運動量フラックス

を推定できる大型大気レーダーも南極にはまだな V

現在、筆者を中心として、極地研、東大、京大の合同プロジェ外「南極昭和基地大型大気レーダー計

画 (\Sigma NSY)」(佐藤他, 2\otimes 3)が進行中で

ある。MU レーダーと同規模のレーダーを

南極昭和基地に設置し、重力波を含む極

域大気の総合研究を図というというもので、

さまざまな国際学術組織からの答申を得

るなど、国際評価も高い。設置や運営に

はさまざまな克服すべき問題があったが、

過去 6年間の検討および開発により、実

現の見通しは立った。来年度から概算要

求に向けて準備を進めている。

$:\backslash _{\dot{\mathfrak{H}}}$

:.,,.
$\backslash ’\cdot$

. $l$

図 14:南極昭和甚地大型大気レーダーのイメージ図
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